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お わ りに
1.は じ め に
アル ビン・ トフラーがその著書r第3の 波』 において脱工 業化社会 と しての
情報化社会 の到来を描 き出 し,新 聞 ・雑誌には毎 日のようにニ ューメデ ィア,
LAN,VANな どの活字が踊 ってい る。 まさに,「現在,わ が国は高度情報化
社会へ向けての大きな時代の変革期にあるといえる。
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コンピュータ ・システム,オ フィス機器,ネ ッ トワーク技術 などの 目ま ぐる
しい程 の急 速な発展 は,企 業を含 め社会全体にその影響 を及 ぼ して いる。
ここで一度,そ れらの技術 の現状,お よびその影響を確認す る必要性を感 じ,
本稿では,と くに発展 の度合が著 しいパー ソナル ・コンピュータ とそのアプ リ
ケ ーシ ョン ・ソフ トウェァを中心 と してその現状 と影響について考察 す る。
2.パ ー ソナ ル ・コ ン ピ ュー タ の 現 状
トランジスタか らICへ,ICか らLSIへ と半導体 の発 達 は,1972年 に,
たった1枚 の数 ミリ角のチ ップの中に,コ ンピュータの頭脳部分 に相当す る回
路を全部集積 した ワンチ ップ ・マイクロ ・プロセ ッサーを生み出 した。 このマ
イクロ ・プロセッサーを使用 した トレーニ ング ・キッ トが誕生 し,こ れがパー
ソナル ・コン ピュー タの元祖 とな った。
当初,ホ ビー用,パ ーソナル ・コンピュー タ教育 用と して主 に使用 されてい
たパ ーソナル 。コ ンピュー タは,現 在 では,ビ ジネス用,産 業用 と しての需要
が急 増 してい る。
その主 な理 由と して,次 のことが考え られ る。第1は,ス タ ン ドアロ ンDP
機能,ワ ープ ロ機 能,イ ンテ リジェ ン ト端末機能,デ ータベース機能,テ レコ
ミュニケー ション機能,図 形処理機能,電 子 スプ レッ ドシー ト機 能,プ ロジェ
ク ト管理機能,パ ー ソナル ・フ ァイル機能,LAN機 能 等,パ ーソナル ・コ ン
ピュータの機能が多様化 してきたこと。第2は,第1の 理 由に伴 い,ソ フ トウェ
ァが高度化 して きた こと。第3は,パ ーソナル ・コンピュー タの価格パ フォー
マ ンスが向上 して きた ことであ る。現在 のパ ーソナル ・コンピュータは,従 来
のオフィス ・コンピュータ と同等又 はそれ以上の性能を有 してい るが,1台 当
たりの単価を比較すると,オ ブィス ・コンビ三一タは,パ ーンナル ・コンピュー
タの約1q倍 になる。最後に第4の 理 由 として,ソ フ トウェァの蓄積があげ られ
る。
ここで,ビ ジネス用のパ ーソナル ・コンピュータの ソフ トゥエァの現状 につ
いて検討 してみ る。
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パ ーソナル ・コンピュー タのアプ リケー ション ・ソフ トウェア作成 の形態 に
は,以 下 の3方 法が ある。
1.既 製 のアプ リケー ション ・パ ッケー ジ ・ソフ トウェアを利 用す る。
2.ソ フ トウ ェァ会社 に作成を依頼 す る。'
3.BASIC又 は簡易言語等 を使用 してユーザ 自身がプ ログ ラムす る。
既製 のアプ リ6r一 シ ョン ・パ ッケー ジ ・ソフ トウェァを利用す ることの利点
と しては,以 下 のことが あげ られ る。それぞれの業務 に精通 した人間がソ フ ト
ウェアの作成 に携わ ってい るので,業 務 の標準 的実務形態を実現 してい るとい
うこ と。 ソフ トゥェアがすで に完成 してい るので,導 入以前 にそのソフ トウェ
アの利 用効果 を判断す るのが容易で あること。また,ソ フ トウェアがすで に完
成 してい るとい うことで,そ の導入が いた って短期間で行 え ること。 そ して,
ソフ トウ ェアの開発 費が大幅 に削減で きることρ これ らの利点が ある反面,以
下 の欠点があげ られる。 それ は,標 準的業務形態に準拠 してい るため,そ れぞ
れめ業務に独 自の処理が ある場合,そ れ に対応す ることができず,業 務 にソフ
トウェアをあわせ るとい うのではな く,ソ フ トウェァに業務をあわせ るとい う
ことにな ること。また,操 作 マニュアルが未熟な ものや,実 際の業務 の使用 に
耐え られないよ うな,シ ステム設計 の ミス,プ ログラムのバ グが存在 す るソフ
トウェア も現実に存在 することで あ る。
ソフ トウェア会社に作成を依頼す る場合 の利点 と して は,ソ フ トウェア会社
のシステムエ ンジニア との打 ち合わせ によ り,そ れぞれ の業務に合 ったソフ ト
ウェアの作成が可能で あること,さ らに業務内容等 に変更が生 じ,ソ フ トウェ
アの変更が必要 となった場合,比 較的簡単 に対応で きることな どが あげ られ る。
その反面,シ ステム設計等作成 に時間がかか り,ハ ー ドウェアを導入 して も,.
ソフ トウェアが完成 し,実 際に利用でき るまで に期 問が かなりか かるとい うこ
とがお こりうる。 また,ソ フ トウェアの開発費 も高 額で あ り,多 少複雑な シス
テムにな ると数 百万円 という,ハ ー ドウェァ以上 の金額 となるということも欠
点 と して あげ られ る。.
ユ ーザ 自身がプ ログ ラムを作成す る場合の利点 としては,業 務 内容 に完全に
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準拠 した ソフ トゥェアが作成で き ること。 また;打 ち合わせな どの期間が短縮
で き,そ れに伴 い導入か ら運 用まで の期 間が短縮で きること。 さらに,業 務内
容に変更が生 じた場合 も完全に対応できることなどが あげ られる。 しか し,ユ ー
ザが非 コ ンピュー タ部門の人 間であ る場 合,BASICを マ スターす るとい う
ことはか な りの負担で あり,さ らに,ソ フ トウェァのシステム設計 には,プ ロ
グラム言語 の知識 とは別な システム的思考 も必要 であ り,難 し,いものとなって,
い る。簡 易言語は,そ うい った エン ド・ユーザの負担 を軽減す るために作 られ
た もので,か なりの種類の ものがで まわ ってい る。
従来,大 型機 か らオフ ィス ・コ ンピュータまでは,大 量処 理を前提 と して い
たので,多 少の機能ア ップがあ った と して も5～O年 はそのまま使用 したので,
アプ リケー ション ・ソフ トウェアは企業 ごとのオ ーダメ イ ド型であ った。 しか
し,パ ー ソナル ・コンピュータは,そ の製品サ イクル も短 く,少 量多種 処理 が
前提 とされ るため,う ま くアプ リケーシ ョン ・パ ッケー ジ ・ソフ トウェアを見
っけ出 し,す ぐ使 うことが重要 にな って くる。
現在,ア プ リケー ション ・パ ッケ ー ジ ・ソフ トウェア と して,種 々の ものが
で まわ ってい るが,そ れ らの大半 は,生 産,販 売,在 庫,人 事等 とい ったオペ
レーシ ョナル レベルの個別 業務支援 の システムで ある。今後,意 思決定 支援 シ
ステムに向 けての,そ れ ら個別 システムの統合化,ま た それ にともな うパー ソ
ナル ・コ ンピュータ間,上 位 コンピュータ とのネ ッ トワーク化が望 まれ る。
3.コ ン ピ ュ」 タ ・ネ ッ トワー ク の 定 義
コンピュータ ・ネッ トワー クとい う言葉 は,1969年 米国防省が全国的な コン
ピュータ相 互接続 を行 う'ARPA(AdvancedResearchProjectAgency)
ネ ッ トワークを開発す るにあた って用 いられた ものである。ARPAで は,コ
ンピュータ ・ネッ トワークをr任 意 の複数の コンピュータ間で,互 いに その資
源を共有 しあ うことがで きるよ うに結合 された コンピュータ ・システム の集合
体』 と定 義 して いる。 ここでい う資源 とは,コ ンピュータのプログラム,ハ ー
ドウェア,デ ータ,'計 算機時 間等,利 用で きる ものすべてを幅広 く指 してい る。
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また,こ の定義に地理的条件を加味す ると,r地 理的に分散 した,複 数台の
独立 したコンピュータが,な んらかの目的をもって結合 したもの』 と再定義さ
れる。
最近では,コ ンピュータ間の結合に光ファイバーが利用できるようになり,
より高度の情報をより広範囲に伝送することが可能となっている。 しかしいず
れにしても,コ ンピュータ・ネットワークの条件 として,
1.複 数台の処理装置から構成されている。
2.処 理装置が独立 して動作 したり,共 同 して動作することができる。
3.処 理装置間が有機的に結びついてい る。
という3つ の条件を満足 していなければならない。
コンピュータ ・ネットワークの目的は,前 述のように,資 源の共有が第一の
目的である。具体例をあげると以下のようになる。
1.プ ログラムの共有
既存プログラムの共同利用による経済化やプログラムの開発期間の短縮化を
図る。近年,シ ステムの大型化や複雑化がすすむにともなって,プ ログラムも
大型 ・複雑化する傾向がみ られ,費 用等の面を考慮すると,新 たな開発が次第
に困難となってきており,既 存プログラムの活用が重要なテーマとなってきて
いる。
2.ハ ー ドウェアの共用
使用頻度を考慮 して,特 殊装置の効率的利用を行う。 これは,ネ ットワーク
を利用することでより理想的なものへ近づ くことができる。
3.デ ータの共用
蓄積されたあらゆるデータを共用することで有効活用が可能になる。データ
は常に維持管理を怠 らないように しないとその価値が急速に失われてしまうこ
とから,そ のデータを最も必要としているところで維持管理 し,必 要のつどネッ
トワークを介 してそのデータをアクセスするのが理想的な方法である。
4.処 理装置への負荷の分担
特定の装置へ負荷が集中 し,能 力限界を越えたとき,ネ ッ トワークを通 じて
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負荷の分散が可能である。
5.信 頼性の向上
故障に際 して,ネ ットワークを介することで代行が可能となり,シ ステム全
体としての信頼性の向上が図れる。
6.リ アルタイム性の向上
コンピュータ間によるデータ,プ ログラムの移送が人手を介することなく,
ネッ トワークを通じて随時行えるたあ,迅 速に対応ができ,リ アルタイム性が
向上する。
また,ハ ー ドゥェァ技術の進歩によりグロッシュの法則が成 り立たな くなる
につれて,ソ フ トウェアの大規模化によるコス トの増大,回 線コス ト削減の強
い要望,ジ ステムの広域化傾向などに対す る対策が重要になってきた。その対
策の1つ がシステム内での階層分散である。すなわち,集 中型システムと異な
り,遠 隔処理装置,端 末制御装置,イ ンテ リジェント端末などのプログラム制
御機能を有する装置類を各地に配 し,こ れらをネットワークで結合することに
よって,シ ステム構成を最適化 しようとするものである。
コンピュータ ・ネッ トワークの基本的なサブネットの構成は,次 の3っ が基
本形となっている。
1.星 状
最も一般的な形で,す べての通信回線が親局に接続す るようになっている。
この方式は中継回線を少なくすることが可能である点で最 も経済性にすぐれ,
そのうえ,網 制御に関しても親局から行えることから非常に制御が簡単になっ
ている。ただ し,こ の形態の欠点として,網 としての信頼性に欠ける点があげ
られる。これは親局が故障を起こすと子局がばらばらに分散 してしまう恐れが
強いからである。『
a網 状
この網は最も多 くの中継回線を必要とするものの,回 線の故障に対 して迂回
ルー トがとれるので,網 としての信頼性は高い。網の制御は分散化のため難 し
いが,お のおのが独立しているため柔軟性に富んでいる。この網状の中継回線
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の多さを改善 し,し かも迂回ルー トをとれるという特徴を生か したものが リン
ク状である。
3.混 合状
一般には、星状や網状を純粋な形で使っているのはまれで,多 くは両者をま
ぜ合わせた混合形のものを使っている。これは,幹 線がループ状となり地域的
な部分が星状となっているものが多い。幹線は長距離で回線費がかかるため中
継回線を減らし,し かも,網 の信頼性を守るという点から迂回中継の可能な リ
ンク状を選んでいる。
4.LANに おけ るパ ー ソナル ・コン ピュータの位置
OAブ ーム の一 環 と してLAN(LocalAreaNetwork)が話 題を集 めて
い る。LANそ れ 自身は特 に新 しい技術で はな く,す で になん らかの形 で実用
化 されてい るものである。
それがなぜLANと して改めて注 目され るよ うにな ったか とい うと,第 一 に
は,LSIを 初め とす る技術 的な進歩が 著 しく,コ ンピュータ自身を含 めた関
連機器が低価格で大量に生 産 され るよ うにな り,OAブ ームの一 環 と して,オ
フィス内 に導入 されやす くな った ことと,そ の導入 された機器を見直す ことで
改めて その機器間の通信機 能が問題 となってきた ためで ある。
第二 と して は,1980年 にゼ ロックス,イ ンテル,DECの3社 が共同発表 し
たEthernet仕 様お よび,1981年 にゼ ロ ックス社が 発表 したStarシ ステム
に刺激 されて,各 社が競 って新 しくLAW構 想を開発発表 したことがあげ られ
る。
そ して最後 に,光 ファイバ ーの実用化に伴 い,デ ータの大量伝送が実現可能
にな った ことも重要な要 素で あ る。
ここで,LANと は,オ フ ィスや大学,研 究所の構 内などにおいて,各 種の
デ ータ機器(コ ンピュー タ,ワ ー ドプロセ ッサー,フ ァクシ ミリ等)の 間で通
信を行 うためのネ ッ トワークで,公 衆通信回線(電 話網等)を 用いないネッ ト
ワークをい う。 またそれは,私 的ネ ッ トワークで あるため,通 信の コス トや制
1
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度 に制約 がな く,ユ ーザの 自由度 が大きいこ とや,伝 送 ス ピー ドが高速であ る
ため,統 合 ネ ッ トワーク化への発展性が大 きいことなどの長所 を持つ。
企業活動 のなかで コン ピュー タの有効利用 をはかろ うとす る場合,一 挙に理
想的な システムを導入 し,効 果をあげ ることは難 しい。 除々に理想の システム
に近ず いてい くのが実態で ある。 こう した場合,大 きなハ ー ドウェァ資源を当
初に設置す るよ り,必 要なハー ドウェア資源を必要 に応 じて追加す る考え方が
経済的な方法で あ る。 しか も,そ の追加は標準的なハ ー ドウェアの適用で ある
より,部 門のデータ処理,各 部門間 にまたが るデータ処 理 として専用 システム
として機能す る追加で ある必要があ る。
ネッ トワーク ・コンピュー タ ・システムの設計概念 のな かで最 も重要 な点 は,
ネッ トワー クは必要 な専用 システムのハ ー ドウェア資源 をいつで も追加で きる
と同時に,ネ ッ トワークに接続 されたコ ンピュー タ群が統合 された一っ のシス
テム と して機能で きることで ある。
そこで このLANを 目的別 に見 ると,二 つの型に分け られ る。 それは,① ポ
イ ン ト・ツー ・ポイ ン ト型 と② ブロー ド・キャスティング型であ る。① のポイ
ン ト・ツー ・ポイ ン ト型 はネ ッ トワークの なかでの利用が1対1で 行 われる。
②のブロー ド・キャステ ィング型は言葉の示す ように放送型 ともいえ るもので,
ネ ットワーク中にデー タを流 して おき,必 要 なター ミナルのみがそれを受 け取
るもので ある。
また,運 用 の形 態別 にみ ると次 の三 つの型 に分 けられ る。
① ホス ト・コンピュータが 中心
大規模工場,研 究所,事 務所などにおいて,ホ ス ト・コン ピュー タと処 理サー
ビスを受 ける端末群を接続 することが主 目的 の伝送路主 体のLANの 形 態。
② オ フィス機器が中心
オ フィスにおいて,OAと して展 開され,ス タ ンド・ア ロン的に導 入 されて
きたパーソナル ・コンピュータ,ワ ー ドプロセ ッサーなどを相互接続 し,更 に,
パーソナル 。コン ピュー タ,ワ ー ドプ ロセ ッサーなどでは機能的に不 足 してい
る高速プ リンター,大 容量 ファイルなどの機能 をサーバ と して用意 し高度なネ ッ
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トワーク・システムとして展開されるシステム的なLANの 形態。
③ 構内交換機が中心
電話を中心とした構内交換機(PBX)に データ交換機能を付与す ることに
より,LANと して展開 しようという形態。このLANは,ビ ル内に電話用に
はりめぐらされたペァ ・ヶ一ブルを利用 し,ま た,リ アルタイムなデータの交
換機能のみでなくデータの蓄積,分 配などの通信処理機能を付与 して高度化を
はかっている。
LANの 効用としては,以 下のことがあげられる。それは,オ フィスの情報
を大量,迅 速に伝達できることによる,全 社的情報の有効利用。業務の効率化
による情報量増大への対応,お よび雑務か らの解放による知的業務への専念。
情報交換の正確性の促進。情報伝達業務の電子化による省力化および各部門に
対するサービスの向上などである。
また,今 後の展開の方向として以下のζとがあげられる。進歩の著しいLS
I技 術,光 通信技術,無 線技術などを利用 し,よ り一層OA,FAの 環境に適
用しやすく経済性に優れたLANを 実現すること。取り扱うデータに関 し,コ ー
ド・データか ら文章,グ ラフ,イ メージ,音 声を含むデータの多様化を考慮し
た通信プロ トコルをより一層充実させること。専用網,公 衆網を使用 した事業
所間通信はもとより,企 業間通信を含むアーキテクチャを標準化動向を踏まえ
実現すること。VANと の有機的な結合などである。
5.VANに おけるパー ソナル ・コンピュータの位置
VAN(ValueAddedNetwork)は,1966年,FCC(FederalCom-
municationCommiteel連邦通信委員会)の 第1次 コ ン ピュー タ調査 の裁 定
によ り,通 信 の基本サ ービス(電 信 ・電話等)も 情 報処 理 もどち らも行え ない
という限定された分野を対象に生 まれた。つ まりパケ ッ ト交換プ ラス ・アルフ ァ
(プ ロ トコル変換や速度変換,最 適ルー ト選択等)の 通 信付 加サー ビスを行 う
もので しかなか った。 このいわ ば狭義のVANを 簡単 に定義 す ると,rFCC
の規制下で,付 加価値を付 けた通信回線 網を再 販す る通信 サー ビス』 といえ る。
112 商 学 討 究 第35巻 第2・3号
これに対し,FCCに よる第2次 コンピュータ調査によって情報処理と通信の
垣根が取り払われ#こ とにより,情 報処理分野を もサービズに包含 したvAN
が登場するところとなヴた。これを広義のVANと 呼ぶことができよう。わが
国のVAN事 業者が目指しているのはこの広義のVANで あり,言 い換えれば
高度VAN,あ るいは総合情報通信サービス網ともいえる。,
現在ほとんどの企業が,コ ンピュータ化を行っているが,そ れらは,自 らの
会社に最も適したようにそれぞれ独自のシステムを構築する形で進んできた。
さらに,子 会社,関 係会社など企業系列全体を含むコンピュータ ・システムが
できている。このような場合,全 体を統括管理するためには統一標準化が当然
必要とされ,本 社のコンピュータ部門が標準化 したシステムで運営されている。
この場合,子 会社,関 係会社などでは,そ れぞれ従来通りのやり方があった訳
だが,力 関係の大きい本社の標準化に従わなければならなかった。
しかし,最 近のように力関係が同格の企業間,業 界間のいわゆる企業間通信
となると事情が異なって くる。この場合,ど ちらも自らに最 も適 した方式を譲
らないし,ま た,た とえ譲ったとしても双方に不満が残 り,ど ちらにとっても
効果的な方式がとれず,さ らに,手 直 しの手数や費用がかかる。 このような状
況では,も はや従来のような統一標準化一辺倒のやり方だけでは現実にそくす
ことは困難となってきている。そこでr変 換』というものの現実的重要性が再
認識されてきたのである。すなわちr標 準化』 とr変 換』 とを同等のウェー ト
で考えることが必要になってきた。この場合のr変 換』 とはrネ ットワーク内
変換』であり,VANで ある。
現在言われるVANで はないが,第3者 的ネットワークでおのおのメーカーの
異なった機種のコンピュータとそのシステムを相互に変換 して接続 している例
は,全 国銀行為替システム,現 金自動支払システムなど,こ れまでにもある。
このようにネットワーク内の変換機能を活用 して企業間接続をすることは極め
て合理的,効 率的で,し かも国全体としてみると,非 常な省資源ともなる。V
ANが 大きく脚光をあびるゆえんでもある。
ここでパーソナル ・コンピュータの側からVANを みてみる。現在のパーソ
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ナル ・コ ンピュー タは,ネ ッ トワー ク機能 の充実 によ り,ネ ッ トワーク ・コン
ピュ ー タとで も呼べ そ うな もの とな って い る。IBM5550,Fr9450皿,
Operate7000,N5200/05,PT-1等のパー ソナル ・コ ンピュー タ も,ネ ッ
トワーク抜 きで は語れない もので ある。 また,LANに して も,オ フ ィス ・コ
ンピュータや ワー ドプ ロセ ッサ ーな どの接 続 も対 象とはなっている ものの,メ
イ ンはなん といって もパー ソナル ・コンピュータであ る。
このよ うに,ネ ッ トワー クとパー ソナル ・コンピュータが密接 にか らみ あっ
て くる時代 において,VARの 端末 と してのパー ソナル ・コンピュータが有望
視 されるのは 当然の ことといえ よう。
また,わ 揮国で指向 されてい るVANは,単 な る通信付加 に とどま らず情報
付加 を も意図 した高度VANで ある。つ まり,情 報処理 とい う部分 にかな りの
ウェー トがかかって くることが予想 され,そ うなれば,米 国の多 くのVANの
ようにTTY型 の非同期端末 を数 多 くぶ らさげるだ けとい うわ けにはいかない。
この よ うなサー ビス面 か らして も,VANの 端末にはパー ソナル ・コンピュー
タが有力 にな って くる。 このことはまた,も ともとTTY型 の端末 よ りも多様
化端末 の多いわが国においては,接 続面等 において技術的 な難 しさは生 じるが,
逆にいえば,そ れだけに単なるキャリアと してのサー ビスに とどま らない複 雑 ・
高度 なVANサ ー ビスが提供で きる可能性が大 きいことを示 してい る。
さらに,計 算セ ンターがVAN事 業の り一ダー シップを取 ってい ることに も,
大 きな意味があ る。 なぜ な ら,計 算 セ ンターはその経営多 角化 の一 貫 と して,
すでに ここ数年前か らハ ー ドウ ェアと してのパー ソナル ・コン ピュータの販売
をてが けてい るためであ る。 現在 の ところデ ィーラーと して の地位は さほど高
くは ないが,本 格 的なVANの 普及期 に入 れば,と の分野の市場性は格段 と高
まるで あろう。
6.統 合 オフ ィス ・システ ム に向けて の展 望
オフィス作業の合理化 と生産性向上を目的として,こ れまで種々のオフィス
機器やコンビ昌一タ ・システムが企業に導入されてきた。オフィス機器として
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は ワー ドプ ロセ ッサー,複 写機,フ ァク シ ミリなど,文 章 の作成 ・配布の機械
圏化を 目的 とす るもの
。一方 コンピュータ ・システムと して はパ ーソナル ・コン
ピュー タ,オ フィ【ス ・コンピュータ,汎 用 コ ンピュータなどで ある。
ワー ドプロセ ッサー,複 写機,パ ー ソナル ・コ ンピュータ,オ フィス ・コン
ピュータなどの単体機は企業を構成 す る部門ごとに独 自に導入 される場合が多
い。 その ため,文 章やデー タを他部門に渡 した り,上 位 コ ンピュータで処理 し
よ うと して も,媒 体 フォーマ ッ トや通信プ ロ トコルの違 いで簡単 にはで きない
とい うことが発生 して きた。つま り,各 部門 ごとに局所 的な作業 の生産性 を向
上 させ ることはで きて も,部 門間の連絡や全社の情報 の一元 管理 とい う点で は
思 うに任せ な くなって きた ので ある。
また,そ れぞれの機器自体が高度化 し,そ れを劾率的に使 うために コンピュー
タの専 門家の助 けが,必 要 にな って きて いる。パー ソナル ・コンピュー タを例
に とれば,8ビ ッ ト機 か ら16ビ ッ ト機 に中心機種が移行 し,処 理能力が大 幅に
増大 している。機能的にも,従 来の単能機型か ら種 々の機能を もっ多機 能型パー
ソナル ・コンピュータが主流 になってい る。
さ らに,従 来では総務や企画部門 などの内部事務部門が中心 にOA化 を取 り
入れてきたのに対 し,現 在では,営 業部門を含 め全社 的に取 り入 れてきて いる。
このよ うに して,全 社 的にOA化 が進 め られて いるとき,各 部門の 自主性に任
せておいては,各 部 門ば らば らのOA化 とな って しまう恐れがでて きた。
これ らの問題を解消するために,コ ンピュータ部門主導型 のOAが 必要 とな っ
て きてい るのであ る。
この コンピュー タ部 門主導型 の もとで展開 されてい くOA化 の システム とし
て,統 合オフィス ・システムがあげ られ る。汎 用コ ンピュータ,ミ'二 ・コンピュ
ータを中心 に据 え,各 種のオフ ィス情報 を統一的 に扱お うとす るこの システム
は,1983年 にな って,日 本IBMの 日本 語DISOSS,日本電気のオ フィス
パー トナ,富 士通のODMな ど,汎 用コンピュータや ミニ ・コン ピュータのメー
カー各社か ら相次 いで発表 された。
これ らのシステムは,日 本語文章 の電子 メール ・フ ァイルを基本 とす る点で
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共通 してい る。 ワー クステー ション側で作成 ・編集 した文章は,ホ ス トの ファ
イルに格納 し,あ とで検索 して取 り出 される。 ホス トの ファイルは個人,部 門
共 通,全 社共通,あ るいは保存 などの階層 に分かれてお り,パ ス ワー ドやアク
セス条件な どで機密 が保護 される。検索項 目と しては文章名,著 作名,作 成日
付,キ ー ワー ドなどが使 えるが,文 章 内容 そのものを検索対象にで きるシステ
ムはまだない。
一 般 に考え られている統合 オフ ィス ・システムの理想 の1っ は,文 章,表,
グラフ,画 像,ボ イス ・アノテーションか ら構成 され る文章の電子 メール ・ファ
イル ・システムである。 しか し,音 声メール の評価が まちまちとい うこともあ っ
て,今 のところほとん どの システムが文章(表,グ ラフを含む)だ けの処理に
とどまってい る。
7.ニ ュー メデ ィア と高 度情 報化 社会9
現在,わ が国 は高度情 報化社会へ 向けての大 きな時代 の変革期 にある。「1950
年代か ら,情 報化の萌芽はすでに見 られ,ス ケール ・メ リッ トが得 られ る産業
は,い ち早 くオ ー トメー シ ョン化,コ ンピュータ化 に踏み切 って いった。 この
傾 向は60年 代,70年 代 にはます ます顕著化 し,コ ンピュータ利用 の拡大,高 度
化 を進展 させ た。 そ して コン ピュータの利用効果は,企 業内にとどま らず広 く
国民 の生活 に浸透 して きた。 と くに,オ ンライ ン化 の進展 によるコ ンピュー タ
の端末機の普及,コ ンピュータの一般事務室へ の導入 などによって,コ ンピュー
タの専 門家以外 に もコ ンピュータが身近な存在 となった ことが大 きい。 と くに
金 融機 関の端末 などでは,個 人が コンピュー タにア クセスす る機会が増え,そ
れに一 層拍 車をかけた。
従来の情 報化 が,と もすれば,大 量生産 された情 報が一方 的に流通 し,あ ふ
れてい る状況だ ったのに対 し,今 後はデータベ ース に代 表 され るよ うに,使 う
1本 章および8章 はr日 経データプロ ・データコム』(情 報通信 システム概要/情 報
通信システムと高度情報社会)日 経マグロウヒル社,1984年6月 より要約の形で引
用 した。
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側のニーズに合わせ,適 時にアクセスできるという段階に進 もうとしている。
こうした情報革命を可能にする大 きな要因は,ニ ューメディアと呼ばれる新
たなコミュニヶ一ション媒体の開発である。ニューメディアのひとつの特徴は,
オンライン化,ネ ッ トワーク化の可能性を大にしたことである。通信分野にお
ける著 しい技術革新と,こ れに基づく産業 ・社会分野におけるシステム化の要
請を背景に,オ ンライン ・ネットワークを利用 した情報通信 ・情報処理システ
ムは,80年 代におけるわが国の産業および社会構造を大きく変えるところまで
きている。
しかし,70年 代がらの情報化は,い くっかの課題を残した。その1つ が情報
化格差の顕在化である。これには,地 域格差と産業格差があり,地 域格差にお
いては,社 会的不公平を助長 しかねない問題を生じさせた。また,産 業間格差
には,第1次 産業と第2次 産業との格差,大 企業と中小企業との間の格差があ
り,急 激な情報化の進展に対する制度的対応の遅れなど,解 決 しなければなら
ぢい問題が山積されることになる。この対応を誤ると,単 に情報化の進展を阻
害するのみならず,情 報化社会に対する社会不安を招来 しかねない。
ここで,機 能的な側面から各ニューメディアの相対的位置づけを明らかにす
る。ニューメディアは既存のメディアに比較し,そ れぞれ多様かっ重層的に社
会的機能の拡大を期待されているものである。例えば,① 双方向性の導入,②
アクセスの利便性,③ 情報量の増大,④ 情報品質の向上などの特性があるため
である。以下これらについて順に述べる。
ニューメディァが出現 したことによりもたらされた最 も意義深い社会的機能
は,国 民に双方向コミュニケーション・チャネルがひらかれたことである。双
方向コ ミュニヶ一ションでは,人 々は情報に対して主体的に情報を選択 し,活
用する場が開かれることになる。双方向コミュニケーシゴン機能を持って登場
したニューメディァには,ビ デオテックス,双 方向CATV',VRS,テレビ
会議などがある。 」
ニューメディァの出現により,情 報アクセスの利便性 も大いに拡大 しっっあ
る。ここでは情報アクセスをオフィス内のアクセスと在宅アクセスの2っ に大
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別す る。オフィス内情 報アクセスの向上 に寄与す るニ ュー メデ ィアにはLAN,
VAN,ISDN,日 本語テ レックス,テ レビ会議,電 子郵便 などが あげ られ
る。また,在 宅情報アクセスの利便性向上 に寄与す るニ ューメデ ィア としては,
ビデオテ ックス,VRS,CATV,電 子 郵便,フ ァク シ ミリ放送 などが あげ
られる。
情 報選択性 の増大 にっ なが る,新 たに もた らされた情 報チ ャネルは以下 のよ
うに整理でき る。① 双方 向性,有 線系チ ャネル(ビ デオテ ックスなど)② 新画
像 チ ャネル(テ レビ会議 など)③ 受信制御放送チ ャネル(緊 急警報放送 など)
④衛星系チャネル(衛 星放送な ど)⑤ 無 線通信 チ ャネル(パ ーソナル無線な ど)
情報 品質 の向上 を もた らしたニ ューメデ ィア と しては,画 像 におけ る高品位
テ レビ,音 声 における高品質音声放送 などが ある。
ニ ューメデ ィアは多機能化,統 合化 の傾 向にあり,そ して それは,家 庭 にお
け るホーム ・コ ミュニケー ション ・セ ンターやオ フィス におけ るビジネス 。コ
ミュニケー ション.・セ ンターを創出 させ,さ らにそれ らが有 機的に結合 しあ う
よ うな重層ネ ッ トワークを形成 す るよ うになろう。
8.高 度情報化社会の課題 と展望
ニューメディアによって実現されるネットワーク社会においては,各 企業は
ネッ トワークを介 し従来の業種,業 界という枠を越えた形で結びつき,自 由に
多様かつ豊富な情報を交換 し活用できることになる。 したがって,ネ ッ トワー
ク社会は優れて有機的に統合化 された高度情報化社会といえる。
ネットワーク化は経済活動の効率化,活 性化をもたらすが,半 面では以下の
様な影響が生ず ると予想される。
ネットワーク化に順応した企業は,そ の効用を生かして業績を高めるが,ネ ッ
トワーク化に順応できるかどうかは,企 業の持っ資金力,人 的資源,物 的設備
など総合的な力に大きく左右される。 したがって力の強い企業は,比 較的容易
にネットワーク化を進めることができ,一 層その力を強めることになる。この
結果,ネ ットワーク化は,従 来の企業間格差をさらに拡大 し,業 界によっては
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ネットワーク化に順応できない企業が淘汰され一部企業の寡占化を招来すると
いった事態も考えられる。
また,ネ ットワーク化を推進する企業は,業 霧範囲の拡大を も推進 し,新 規
の業務とともに,他 の業界における業務と類似したものを対象とする可能性も
強い。これを業界単位でみた場合,ユ つの業界が,異 なる業界の業務 も併せて
行 うことになり,他 業界の業務を浸蝕することになる。また,こ れが相互に行
われると,業 界間の業務の相互乗り入れが行われ,従 来の業界概念が変容 し,
ひいては産業構造が変革することになる。
一方,ネ ットワーク化に伴う産業構造の変革は,企 業活動の変容を通じで労
働環境に対 して も重大な影響を与える。当面起こってくると考え られるのは,
現在の機能別組織の各部門の書記的業務は,次 第にコンピュータに吸収 され,
それを集約化 した事務システムが成長 して,独 立分化 してい く。次にはスペシャ
リストの増加とスタッフ部門の拡大が起こる。その結果,直 接コンピュータの
担当部門のみならず,コ ンピュータを利用する一般部門において も,そ れぞれ
の業務に精通 した情報スペシャリス トを養成 しなければならなくなる。
ネッ トワーク化の進展に伴 う,業 務,サ ービスの効率化は,商 談など企業間
の取り引き,サ ービス業での企業と顧客間の応対など,人 間的接触を希薄化さ
せ ることになる。さらに,在 宅勤務の進展は,会 社内における人間関係を薄 く
しやす く,コ ミュニケーションの食い違い,勤 労意欲の低下などの弊害に対し
てどのように対処するかが問題になる。また,シ ステム化にあたって効率性を
追求す るあまり,画 一的なシステムとなり,こ れを操作する人間の創意工夫が
発揮できなくなるという事態も予態される。
さらに,一 般的な問題として,ネ ッ トワーク化により多様かっ豊富な情報が
流通することは,半 面,情 報の活用のすべを知 らない人間にとっては,類 似の
情報を多量に収集す るだけであったり,提 供される膨大な情報に振 り回され,
的確な判断を下せないといったことになりかねない。また,こ うしたシステム
から提供される情報を過信する情報依存型人間が増加する可能性 もある。
情報通信ネットワーク ・システムが社会の機構に深 く組み込まれ,社 会全体
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がこのシステムに対す る依存度を深めることは,ひ とたび システム障害をきた
すと,極 めて短時間のうちに経済社会活動の広範な分野に重大な障害を与える
ことになる。さらに,ネ ットワーク化の進展により誰もが容易にネットワーク・
システムを介 して大量,豊 富な情報を利用できるとなると,こ れを悪用する犯
罪が増大する恐れがある。 さらに,個 人情報が大量に蓄積されることは,プ ラ
イバ シーに対する脅威をも高める。
コンピュータ・システムの安全対策について,1977年,通 産省は386項 目か
らなるr電 子計算機システム安全対策基準』を策定 し,ガ イ ドラインを公示 し
ている。この基準は,設 備基準 と適用基準の2つ に分けられ,前 者は主として
コンピュータ・システムを設置している建築物の構造,設 備などを整備するこ
とで安全を確保する基準であり,後 者は人のコンピュータ室などへの入退室に
対する規制,組 織体制の確立などにより安全を確保する基準である。だが,コ
ンピュータのシステム ・ダウンやエラー対策については,現 在のところ特別の
基準やガイドラインは設定されていない。コンピュータ ・システム自体は,業
種によって も企業によっても千差万別であるため,統 一 した基準を策定するこ
とに大きな困難が伴うからである。
コンピュータ犯罪のうち,コ ンピュータ。システム自体を犯行の攻撃目標と
して,こ れを物理的に破壊 したり,あ るいはその保有データを破壊 させたりす
る場合は,前 に述べたコンピュータ ・システムの安全対策基準に即した対応策
を講 じるならば,相 当程度防止できよう。 しか し,コ ンピュータに関しての専
門知識を有している人間がコンピュータ ・システムの機能を悪用 して行 う犯罪
は極めて防止 しにくいうえ,そ の犯罪の立証も容易でないといわれている。こ
うした犯罪に対 して現在のところ,有 効な対策が確立されているとはいえない。
今後,犯 罪防止のため,現 行法制の検討とともに,技 術開発,と くにソフトウェ
ア面での技術開発が重要である。
高度情報化文化へ移行する過程で,個 人に関する種々のデータが収集,蓄 積,
利用され,個 人のプライバシーに対する脅威が高まる。欧米諸国では,す でに
行政事務効率化のために個人識別番号制度の採用などの構想が政府によって発
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表 されたのを契機 に,ス ウェーデ ン,米 国,西 独 などで は,デ ータ処理 に関す
るプライバ シーの保護を目的と した法律が制定 されて いる。OECDの プライ
バ シー ・ガイ ドライン勧告 においては,『 プ ライバ シー と個入 の 自由の保護 に
かかる原則を国内法において考 慮す ること』 とされて お り,わ が国 と して もプ
ライバ シーの保護についての対 応が求 め られている。
9.お わ り に
コンピュータ ・ネットワークを中心 とする技術発展,高 度情報化社会に向け
ての環境などについて述べてきたが,ま さに現在は,情 報化社会に向けての変
革期にあるといえる。
今ここで,将 来のオフィス ・システムおよびその社会を完全に予測す ること
はできないが,変 革期にあるオフィスに対する組織管理の変化の探究が重要な
課題となるであろう。
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